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周南市再犯防止推進計画 

 

１ 計画の概要 

 平成２８年１２月に成立・施行された「再犯の防止等の推進に関する法律（平成２８年

法第１０４号）」において、再犯の防止等に関する施策を実施する責務が国だけでなく、地

方公共団体にもあること（第４条）が明記されるとともに、県や市に対して、国の再犯防

止推進計画を勘案した「地方再犯防止計画」を策定する努力義務（第８条第１項）が課せ

られました。 

 

 本市では、“市町村地域福祉計画の策定ガイドライン”により地域福祉計画に盛り込む事

項とされた、“保健医療、福祉等の支援を必要とする犯罪をした者等への社会復帰支援の在

り方”に対応した計画として、令和３年３月に福祉の総合的な計画となる「第４次周南市

地域福祉計画」と併せて「周南市再犯防止推進計画」を策定しました。 

 

２ 計画の期間 

 令和３年度から令和７年度まで（５年間） 

 

３ 計画の体系 
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基本目標２
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基本目標４

再犯防止推進計画

(１)広報・啓発活動の推進

(２)就労・住居の確保

(３)保健医療・福祉的支援

(４)非行の防止と修学支援

(５)関係機関・団体との連携

成年後見制度利用促進計画

第４次 周南市地域福祉計画 

    周南市地域福祉活動計画 
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犯罪や非行の防止と、犯罪をした人たちの更生について、広く市民の

理解を深めるとともに、それぞれの立場において力を合わせ犯罪や 

非行のない地域社会を築くことが重要となります。

 関係機関等と連携した、犯罪や非行の防止と更生に関する  
 ⇒周南市役所ホームページ内、地域福祉課のページに「社会を明るくする運動」の 

特設ページを作成した。 

 の周知・啓発 
⇒令和４年度の活動実績は別紙のとおり 

 

⇒市役所内における啓発・本運動に対する募金の呼びかけ 

  令和３年度募金額：１０，５２７円 

令和４年度募金額：２７，１４５円 

 について社会全体で支えていく機運の醸成と医療や福祉、労働

など各分野との連携 
⇒犯罪被害者週間（１１月２５日～１２月１日）の啓発パンフレットの配布 

⇒公益社団法人山口県被害者支援センターと連携した、犯罪被害者に関するパネル展 

 の実施 

  期間：令和５年２月１日（水）から２月５日（日）まで 

  場所：周南市学び・交流プラザ 

（生活安全課） 

 市と社会福祉協議会が連携した、広報・啓発活動 

 

全国的には、刑務所に再び入所した人のうち約７割が再犯時に無職で

あったことや、刑事施設を満期で出所した人のうち約４割が適当な 

帰住先が確保されないままであったことなどから、再犯防止には生活

の安定のための就労の確保及び適切な住居の確保が必要であると 

言えます。

 ハローワーク等と連携しながら生活保護制度等も視野に入れた、  
 と連携した、

についての普及や利用促進 
 ホームページ等を活用した、市営住宅の入居に関する相談や募集状況等の情報提供 

 市、社会福祉協議会、

との連携 
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高齢者や障害のある人たちの、保健医療・福祉的支援を必要としなが

ら犯罪をした人に対しては、地域での生活が可能となるよう適切に 

保健医療・福祉サービスにつなげていくことが、円滑な社会復帰や 

再犯の防止に向けて重要となります。

 国や県の機関、 との連携 
 関係機関が連携し、高齢者や障害のある人たちが必要な福祉サービスを受けることが

できるよう支援 
⇒福祉総合相談窓口である「もやいネットセンター」に、刑務所や検察庁から、出所直

前あるいは拘留中だが釈放予定で、手持ちの資金がなく今後の生活が不安がある者に

ついての相談があった場合、県地域生活定着支援センターやソーシャルワークセンタ

ーなどの機関、その他関係者と連携して、居住支援法人や施設、生活保護につなぐな

ど生活の場の確保支援として対応に当たっている。 

（令和４年度は延べ１０件の相談あり） 

 

非行は、家庭、学校、地域の問題が複雑に絡み合って発生します。 

それぞれの緊密な連携のもと、一体的な非行防止と修学支援の推進を

目指します。

 と に 
おけるイベントによる、犯罪・非行の防止と更生へ向けた啓発の推進 

 警察等と連携した、 や青少年とその保護者からの相談対応等を通じた非行防

止と青少年の健全育成 

 警察等と連携した、 の実施 
 や、国と学校関係機関の相互協力による、保護観察対象少

年の再非行の防止と修学支援 

 の専門的な相談支援機能と連携した非行防止の推進 
 市、学校、地域等と連携した と生活困窮家庭・ひとり親家庭等

への  
⇒放課後子ども教室 

 市内の小学校区３２箇所において、放課後や週末等に小学校の余裕教室等を活用し

て、子どもたちの安全・安心な活動拠点（居場所）を設け、地域住民の参画を得て、

子どもたちとともに勉強やスポーツ・文化活動、地域住民との交流活動等を実施 

（生涯学習課） 
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⇒生活困窮家庭の中学３年生への学習支援 

 令和３年度 令和４年度 

参加者数（人） ４０ ４９ 

（※令和３年度から開始した事業） 

場所：市内５カ所の市民センター 

（次世代政策課） 

 

 や と連携した への

対応等、一人ひとりの状況に応じた相談支援 
⇒いじめ・不登校の周南市内における認知件数について 

 令和元年度 令和２年度 令和３年度 令和４年度 

いじめ（件） ３３１ ２０７ ２２５ （年度末集計） 

不登校（件） １６４ １７９ ２０７ （年度末集計） 

（学校教育課） 

 市と社会福祉協議会が連携した、犯罪や非行の防止と更生へ向けた啓発 

 

犯罪をした人たちに対する就労支援を切れ目のない、継続的なものと

するためには、地域の就労に関する関係機関・団体や、刑事司法関係

機関等との連携を密にすることが重要となります。

 や 等、民間協力者団体が実施

する研修会等への参加と再犯防止の現状把握、関係機関との連携強化 
 更生保護の取り組みについて、市ホームページへの掲載や公共施設へのポスター掲示

により支援を必要とする相談者等へ周知 
 保護司や更生保護女性会、関係機関等が行う犯罪・非行防止活動や人材確保等への 

支援 
 犯罪や非行の防止と更生へ向けた市と社会福祉協議会との連携 

 


